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論 文 内 容 の 要 旨 
 通常の世代重複モデル（OLG）では若年期に働き、老年期は退職すると仮定されるが、１章では老齢期の勤労
が考慮され最適な年金制度、退職年齢が考察される。以下のことが示される。年金を負担する世代と年金給付
時期の区別から４通りのシステムが検討される。すなわち、システムＤ以外では社会厚生を最大にするために
は保険料率の調整に加えて、労働時間が設定されなければならない。それに対して、システムＤ（若年世代の
み年金負担、退職時期と無関係に高齢時に給付）では高齢期の余暇選好があまり大きくなければ保険料率の選
択だけで社会的厚生を最大にできる。 
 ２章では若年時の消費が高齢時の消費に与える影響が検討される。通常、効用は高齢時の消費の増加関数と
想定されるが、ここでは若年時の消費の一定割合と高齢時の消費との差の増加関数と想定される。長期にわた
る社会的厚生を最大にするように資本蓄積を計画する場合の定常点と市場経済のそれが比較され、社会的厚生
を最大にする保険料率が存在することが確認される。そして、老後の生活水準を若年期における生活水準より
相対的に落としたくない場合保険料率が高くなることが示される。 
 第３章では親の消費水準が子の消費水準に影響する側面が導入される。通常のOLGモデルでは効用関数は若年
時の消費の増加関数と想定されるが、ここでは親が若年時だったときの消費と子の若年時の消費との差が子の
効用関数に影響すると想定される。まず、年金が存在しない場合の市場経済が分析される。習慣消費を認める
ここでのモデルでは定常点が不安定になりうることが示される（通常は安定）。次に、賦課方式による年金が導
入され不安定性を高めうることが証明される。社会計画者による社会的厚生最大化問題が考察され、市場経済
と比較することによりパレート最適を実現する保険料率が存在することが示される。 
 第４章では介護保険制度を検討するモデルが示される。子は親の効用が大なるほど自己の効用も大となると
想定する。高齢者と想定される親は自己の消費と介護サービスが大なるほど効用は高まると想定する。この介
護サービスは子による介護か自ら購入した介護である。介護保険制度が存在しない場合の予算制約は以下のよ
うになる。子は自己の労働を労働（財生産企業あるいは介護サービス生産企業での雇用）と親の介護サービス
に配分し、勤労所得を消費するか貯蓄する。老齢期には貯蓄の元利合計をもとに消費するか介護サービスを購
入する。以上の設定のもとでマクロの運動が考察され、次に介護保険制度が存在する場合が分析される。ここ
での介護保険制度は以下のような賦課方式タイプである。すなわち、若年期に勤労所得の一定パーセントが保
険料率として徴収される。高齢者は介護サービスを購入する際にそのコストのすべてではなく一定の自己負担
比率に従って費用を支払う。不足する費用は若年世代からの保険料が充てられる。そして社会計画者が存在す
る場合のパレート最適が検討され、分析の結果、介護保険制度のもとでパレート最適が達成可能であることが
示される。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 年金問題、介護問題と経済成長の問題を考えるためには通常は世代重複モデル（OLG）が用いられる。三原で
は新たに指摘される問題を検討するために従来のモデルが拡張される。すなわち、退職問題とも関係する老齢
期の労働提供の効果、効用関数における習慣形成の効果、子による親の介護と介護保険の役割の問題が分析さ
れる。そして、市場に任せる場合、市場メカニズムに年金や介護保険などの制度が導入される場合、理想的な
計画者による場合の長期的な均衡が比較され、導入される制度の効果が分析されておりそれぞれ新たな貢献が
ある。 
 保険料率の選択だけで社会厚生を最大化できる場合があるという指摘は、制度によっては市場メカニズムに
歪みをもたらすことを示唆する。論文でのOLGでの最適化問題は社会計画者による場合と市場による場合がある
がともにまず無限期間にわたる個別主体の最適化を分析し、その上でマクロ体系の運動を分析し通常は鞍点の
意味での安定な定常点が成立することを確認したうえで厚生比較がなされる。三原では通常は安定な均衡とな
るの対して慣習効果が働く場合は不安定になりうることを指摘している。また介護保険問題のOLGでの一つのモ
デルが検討されており今後のさらなる展開が期待される。 
 平成19年12月11日に開催された公聴会では、申請者の報告を受け、審査委員はじめ研究科教員からいくつか
の問題点が指摘されたが、申請者の質問に対する応答も適切であった。 
 以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位に値する優れた業績であると判断する。 
